
◎尐年法等の一部を改正する法律 
（平成一九年六月一日法律第六八号）   

一、提案理由（平成一九年三月二三日・衆議院法務委員会） 

○長勢国務大臣 尐年法等の一部を改正する法律案につきまして、その趣旨を御説明い

たします。 

 近年、尐年人口に占める刑法犯の検挙人員の割合が増加し、強盗等の凶悪犯の検挙人

員が高水準で推移している上、いわゆる触法尐年による凶悪重大な事件も発生するなど、

尐年非行は深刻な状況にあります。 

 このような現状を踏まえ、平成十五年十二月、青尐年育成推進本部が策定した青尐年

育成施策大綱において、触法尐年の事案について、警察の調査権限を明確化するための

法整備を検討すること、触法尐年についても、早期の矯正教育が必要かつ相当と認めら

れる場合に尐年院送致の保護処分を選択できるよう、尐年院法の改正を検討すること、

保護観察中の尐年について、遵守事項の遵守を確保し、指導を一層効果的にするための

制度的措置について検討することが示されたほか、同月、犯罪対策閣僚会議が策定した

犯罪に強い社会の実現のための行動計画においても、非行尐年の保護観察のあり方の見

直し及び触法尐年事案に関する調査権限等の明確化について検討することが取り上げら

れましたが、これらの検討事項は、いずれも、かねてから立法的手当てが必要と指摘さ

れていたところでもあります。 

 また、平成十四年三月に閣議決定された司法制度改革推進計画において、尐年審判手

続における公的付添人制度について積極的な検討を行うこととされました。 

 そこで、この法律案は、尐年非行の現状に適切に対処するとともに、国選付添人制度

を整備するため、尐年法、尐年院法及び犯罪者予防更生法等を改正し、所要の法整備を

行おうとするものであります。 

 この法律案の要点を申し上げます。 

 第一は、尐年法を改正して、触法尐年及びいわゆる虞犯尐年に係る事件の調査手続を

整備するものであります。 

 すなわち、触法尐年の事件について警察官による任意調査及び押収等の強制調査等の

手続を、虞犯尐年の事件について警察官による任意調査の手続をそれぞれ整備するとと

もに、警察官は、調査の結果、家庭裁判所の審判を相当とする一定の事由に該当する事

件については児童相談所長に送致しなければならないこととし、児童相談所長等は、一

定の重大事件に係る触法尐年の事件については、原則として家庭裁判所送致の措置をと

らなければならないこととしております。 

 第二は、尐年法及び尐年院法を改正して、十四歳未満の尐年の保護処分を多様化する

ものであります。 

 すなわち、十四歳未満の尐年についても、家庭裁判所が特に必要と認める場合には、

尐年院送致の保護処分をすることができることとしております。 



 第三は、尐年法、尐年院法及び犯罪者予防更生法を改正して、保護観察に付された者

に対する指導を一層効果的にするための措置等を整備するものであります。 

 すなわち、遵守事項を遵守しなかった保護観察中の者に対し、保護観察所の長が警告

を発することができることとした上、それにもかかわらず、なおその者が遵守事項を遵

守せず、保護観察によってはその改善更生を図ることができないと認めるときは、家庭

裁判所において尐年院送致等の決定をすることができることとするほか、尐年院及び保

護観察所の長が保護処分中の尐年の保護者に対し指導助言等をできることとしておりま

す。 

 第四は、尐年法及び総合法律支援法を改正して、国選付添人制度を整備するものであ

ります。 

 すなわち、一定の重大事件について、尐年鑑別所送致の観護措置がとられている場合

において、尐年に弁護士である付添人がないときは、家庭裁判所が職権で尐年に弁護士

である付添人を付することができることとしております。 

 その他所要の規定の整備を行うこととしております。 

 以上が、この法律案の趣旨であります。 

 何とぞ、慎重に御審議の上、速やかに御可決くださいますようお願いいたします。 

二、衆議院法務委員長報告（平成一九年四月一九日） 

○七条明君 ただいま議題となりました法律案につきまして、法務委員会における審査

の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、尐年非行の現状に適切に対処するため、尐年法等の所要の規定を整備するも

ので、その主な内容は、次のとおりであります。 

 まず第一に、触法尐年の事件について、警察官による任意調査及び強制調査の手続等

を整備することとしております。 

 第二に、十四歳未満の尐年についても、家庭裁判所が特に必要と認める場合には、尐

年院送致の保護処分をすることができることとしております。 

 第三に、遵守事項を遵守しなかった保護観察中の者に対して、家庭裁判所において尐

年院送致等の決定をすることができることとしております。 

 第四に、一定の重大事件について、尐年鑑別所送致の観護措置がとられている場合に

おいて、尐年に弁護士である付添人を付することができることとしております。 

 本案は、第百六十四回国会に衆議院に提出され、継続審査に付されていたものであり

ます。 

 今国会では、去る一月二十五日本委員会に付託され、三月二十三日長勢法務大臣から

提案理由の説明を聴取し、三月二十八日質疑に入りました。四月十一日喜連川尐年院な

どの視察を行い、十三日、参考人から意見を聴取するとともに、厚生労働委員会との連

合審査会も開催いたしました。 

 同日、本案に対して、民主党・無所属クラブから、尐年院に送致可能な年齢の下限を



おおむね十四歳とすること等を内容とする修正案が提出されました。さらに、昨十八日、

本案に対し、自由民主党及び公明党の共同提案により、尐年院に送致可能な年齢の下限

をおおむね十二歳とすること等を内容とする修正案が提出され、提出者から趣旨の説明

を聴取し、原案及び同修正案に対する質疑を行いました。 

 約十七時間に及ぶ審議に加え、尐年院、児童自立支援施設などの視察をこなし、昨日

質疑を終局し、採決を行いました。その結果、民主党・無所属クラブの提案に係る修正

案は賛成尐数をもって否決され、自由民主党及び公明党の共同提案に係る修正案並びに

修正部分を除く原案はいずれも賛成多数をもって可決され、修正議決すべきものと決し

ました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○委員会修正の提案理由（平成一九年四月一八日） 

○早川委員 ただいま議題となりました修正案について、提案者を代表しまして、その

趣旨を御説明いたします。 

 第一は、いわゆる触法尐年に係る事件についての警察の調査の範囲及び要件を明確化

するとともに、いわゆる虞犯尐年に係る事件についての調査の規定を削除するものであ

ります。 

 すなわち、本法律案が定める警察官による調査が、単なる主観的な疑いによって開始

し得るものではなく、客観的な事情から合理的に判断して、触法尐年であると疑うに足

りる相当の理由のある者を発見した場合に限ることを明確にするとともに、虞犯尐年に

ついては、現状で行われている調査を否定するものではありませんけれども、調査対象

の範囲が広がり過ぎるとの意見があることを踏まえると、あえて明文の規定を置く必要

はないと考え、政府案の規定を修正するものであります。 

 第二は、警察官による調査に関し、尐年の権利保護のための規定を置くものでありま

す。 

 すなわち、尐年の権利保護のために一定の配慮をすべきであることから、調査に関し、

尐年及び保護者がいつでも付添人を選任することができることとするとともに、調査は

尐年の情操の保護に配慮しつつ行うべきこと及び質問が強制にわたることがあってはな

らないことを明記する規定を政府案に加えるものであります。 

 第三は、尐年院に送致可能な年齢の下限を設けるものであります。 

 すなわち、尐年院への収容年齢の下限をおおむね十二歳とすることとし、政府案の関

連する規定を修正するものであります。 

 第四は、保護観察中の者に対する措置につき、遵守事項違反が新たな審判事由である

ことを明らかにするものであります。 

 すなわち、本法律案による制度において、保護観察中に警告を受けたにもかかわらず

遵守事項違反を繰り返していることが家庭裁判所における新たな審判事由であることを

明確にするために、政府案の規定を修正するものであります。 



 第五は、国選付添人の選任の効力の失効に関する規定を削除するものであります。 

 すなわち、本法律案による国選付添人の選任について、その審判を終局させる決定の

前に尐年が釈放されたときであっても、その効力は失われないこととするのが適当と考

えることから政府案を修正するものであります。 

 以上が、本修正案の趣旨であります。 

 何とぞ委員各位の御賛同をお願いいたします。 

三、参議院法務委員長報告（平成一九年五月二五日） 

○山下栄一君 ただいま議題となりました法律案につきまして、法務委員会における審

査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、尐年非行の現状に適切に対処するため、警察官による調査手続、十四歳

未満の尐年の尐年院送致、保護観察に付された者が遵守すべき事項を遵守しなかった場

合の措置等に関する規定を整備するとともに、裁判所の判断により国選付添人を付する

制度を新設するための所要の規定を整備しようとするものであります。 

 なお、衆議院において、いわゆる虞犯尐年に係る事件についての調査の規定の削除、

国選付添人の選任の効力の失効に関する規定の削除、尐年院に送致可能な年齢の下限設

定などの修正が行われております。 

 委員会におきましては、尐年非行の動向、触法尐年事件に対する警察官による調査の

在り方及び権利保障の必要性、小学生を尐年院に送致することの妥当性、遵守事項違反

を理由とする尐年院送致処分の妥当性、尐年犯罪を根絶するための方策、児童相談所及

び児童自立支援施設の課題等について質疑を行うとともに、参考人からの意見聴取、愛

光女子学園及び国立武蔵野学院の実情調査、厚生労働委員会との連合審査会の開催など、

幅広い審査を行いましたが、その詳細は会議録によって御承知願います。 

 質疑を終局した後、民主党・新緑風会の簗瀬理事より、尐年院送致の下限年齢をおお

むね十四歳以上とする等の修正案が提出されました。 

 次いで、討論に入りましたところ、日本共産党の仁比委員より、修正案に賛成し、原

案に反対する旨の、社会民主党・護憲連合の近藤委員より、修正案に賛成し、原案に反

対する旨の意見がそれぞれ述べられました。 

 討論を終わり、順次採決の結果、修正案は否決され、本法律案は多数をもって原案ど

おり可決すべきものと決定いたしました。 

 なお、本法律案に対して附帯決議を行いました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一九年五月二四日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について格段の配慮をすべきである。 

一 触法尐年に対する警察官の調査については、一般に被暗示性や被誘導性が強いなど

の尐年期の特性にかんがみ、特に尐年の供述が任意で、かつ、正確なものとなるように

配慮する必要があることを関係者に周知徹底すること。また、これら尐年に配慮すべき



事項等について、児童心理学者等の専門家の意見を踏まえつつ、速やかにその準則を策

定すること。 

二 当委員会における平成十八年六月一日付「刑事施設及び受刑者の処遇等に関する法

律の一部を改正する法律案に対する附帯決議」において、「裁判員制度の実施を控え、

刑事司法制度の在り方を検討する際には、取調べ状況の可視化、新たな捜査方法の導入

を含め、捜査又は公判の手続に関し更に講ずべき措置の有無及びその内容について検討

を進める」としていることにかんがみ、この検討の中で、触法尐年に対する警察による

質問状況の録音・録画の要否についても、刑事司法手続及び尐年審判手続全体との関連

の中で検討すること。 

三 保護観察中の尐年の遵守事項違反を理由とする尐年院送致等については、保護司や

保護観察官と尐年との信頼関係を基礎とする保護観察制度の理念を後退させることがな

いよう、適正な運用に努めること。 

四 低年齢の尐年は、発達段階に応じた個別処遇が必要であることにかんがみ、十四歳

未満の尐年の尐年院送致、特に、小学生の尐年院送致については、児童自立支援施設と

の連携を図りながら、受入態勢に万全を期し、教育、情操面において遺漏なきを期する

こと。 

五 保護観察制度の実効性を向上させるため、保護観察官の増員を図るとともに、尐年

の保護事件について適切な経験・能力を有する保護司を確保し、育成するための取組を

積極的に推進すること。 

六 尐年非行の防止、抑止のためには、特に、児童福祉的対応の体制強化が緊要である

ことにかんがみ、児童相談所における児童福祉司等の専門スタッフの増員や専門性の強

化、尐年非行対策班の設置など必要な人的体制の整備・拡充を進めるとともに、一時保

護所の設備の改善・充実を図ること。 

七 触法尐年の中には、虐待を受けたり、発達障害を有するなど医療的ケアが必要な児

童が尐なくないことにかんがみ、児童自立支援施設において児童が児童精神科医等の専

門家による十分な医療的措置を受けられるよう、人的・物的体制の整備・拡充を図るこ

と。 

八 尐年の非行は、家庭、学校、地域社会等の問題が複雑に絡み合って生じていること

を踏まえ、尐年非行の防止や非行尐年の更生に当たっては、その処遇を担う機関だけで

はなく、関係諸機関、団体等が有機的に連携し、地域社会と協働した総合的な取組強化

を推進すること。 

  右決議する。 


